
１ 

 

EP特許資料 

クレーム発明における開示の不明瞭性は開示の不十分性を招来し得るか否かが 

争われた EPO審決 
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１．はじめに 

Art. 83 EPC 1973において、EP特許出願は、当業者が実施することができる程度に「明瞭か

つ十分に」、発明を開示しなければならない旨、規定されています。「明瞭かつ十分に」発明が開

示されているか否かは、出願当初明細書およびクレームを含む出願書類全体に基づいて判断され

ます。但し、この場合、当業者が工夫に富んだ努力をすることなく、出願当初明細書等に基づい

てクレームに規定のステップを再現できなければならないことが示された審決があります（T 

10/86）。また、審決 T 219/85等によれば、当業者が本願クレームを実施する際、開示が不十

分なために、一般的な知識をもって補おうとしてもできない場合、発明は十分に開示されていな

いと認定されてしまいます。 

 

Art. 84 EPC 1973において、クレームには、保護が求められる事項を明示すると共に、クレー

ムは、明確かつ簡潔に記載され、出願当初明細書によって裏付けられているものとする旨、規定

されています。 

 

発明を実施するために不可欠な特徴については、どのように発明が実施されるのかについて十

分に詳細に当業者に理解できるように、明細書中に記載されていなければなりません。 

 

但し、限られた数の実施例や唯一の実施例でも非常に広い範囲が十分に例示されるような場合

においては、当業者が、一般常識を用いて、過度の負担を強いられることなく且つ創作能力を要

することなく、「クレームされた全範囲」を実施することができるように、明細書中に開示され

ていることが必要です（T 727/95参照）。 

 

なお、上記の「クレームされた全範囲」とは、クレームの範囲内に属する実質的な実施例であ

ると理解すべきと解釈されています。但し、未開拓の分野の場合、あるいは多くの技術的困難が

ある場合、限られた量の試行錯誤は許されるとされています。 
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Art. 83 EPCによれば、開示の十分性の欠如に係る拒絶理由は、立証可能な事実によって実証

される重大な疑いが存在することを前提としています（T 409/91 及び T 694/92参照）。特定

の状況下で、出願が十分に開示されていないことを示す証拠を審査部が挙示することができた場

合、クレームされた範囲の実質的に全てに亘って発明が実施および再現され得ることの立証責任

は出願人に転嫁されます。 

 

最近の EPO審決において、クレームにおける開示の不明瞭性が、開示の不十分性を招来し得

るか否かが争われました。この審決について、以下に説明します。 
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